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政府が幅広い政策分野において高度かつ複雑な課題に直面する現代にあって、政策形成

の過程で科学（工学・医学等を含む）が果たすべき役割は極めて大きい。科学的知見は、

政策決定の妥当性を保障するとともに、政府が説明責任を果たすうえでの基盤を提供する。

21 世紀に入り、科学技術と社会・経済との関係が一段と複雑性・不確実性を増す中、様々

な政策課題の解決にあたって科学が適切な寄与を果たすべきであるという期待は今後もま

すます強まってくるものと考えられる。 

政府が科学的知見に基づいて政策形成を行う際には、その健全性を確保することが重要

な課題となる。仮に、政府に対して科学的助言を行う科学者（技術者・医師等を含む）の

独立性が損なわれたり、科学的知見の政策形成への適用に際して公正性・透明性が損なわ

れたりすることがあれば、誤った政策決定が導かれるだけでなく、科学に対する社会的信

頼が損なわれ、政策形成の正当性が根本から揺らいでしまいかねない。科学的知見に基づ

く政策形成は、その健全性の確保なくしては成り立ち得ない。 

海外では近年、政策形成における科学のあり方に関する議論が積み重ねられてきたが、

特に最近は、政策形成における科学と政府の役割及び責任を規定する原則、指針、ないし

行動規範を定める動きが加速している。一方、我が国においては、2011 年 3 月に発生した

東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故をきっかけとして、政策形成におけ

る科学の役割と責任の重要性が再認識されることとなった。同年 8 月 19 日に閣議決定され

た第 4 期の科学技術基本計画においては、「国は、科学技術の成果等を、政策の企画立案、

推進等に活用する際の課題など、科学技術と政策との関係の在り方について幅広い観点か

ら検討を行い、基本的な方針を策定する」との記述が盛り込まれた。 

こうした状況を踏まえ、本提言では、政策形成における科学と政府の役割及び責任に係

る原則試案を示すとともに、そうした原則に沿って科学的知見に基づく政策形成を実現し

ていくための基盤を構築することの必要性を指摘する。すでに政府においては科学技術イ

ノベーション顧問（仮称）の設置等、科学的助言に必要な体制整備に関する議論が進めら

れているが、そうした取組みとあわせて、本提言に含まれる内容の具体化を通じて、我が

国における科学的知見に基づく政策形成の有効性及び健全性の確保を目指すべきである。 

 

＜本提言における用語について＞ 
本提言では、「科学」という語を主に自然科学（工学・医学等を含む）を念頭において用いる。

本提言の内容はおおむね人文社会科学に対しても適用されるべきものである。具体的な適用のあ
り方に関しては、現実の場面に即して判断される必要がある。 

また、「科学的助言」とは、科学者が自らの専門的知見に基づいて政府に対して行う助言を指
す。「科学的助言」は「科学的知見」に包摂される概念である。政府は、科学的助言のほか、様々
な形で入手した科学的知見に基づいて政策決定を行う。 

なお、本提言では、「科学者」という語を科学者（技術者・医師等を含む）個人、科学者の団
体、科学者共同体を包摂する概念として用いる。「科学的助言者」とは、科学的助言を行う科学
者個人・団体を、「科学者共同体」とは、我が国における科学者の集団全般を指すものとする。 

また、本提言において、「政府」とは立法・行政・司法の三権を担う主体を指すが、本提言の
趣旨が最も直接的に適用されるべき対象は、大臣・副大臣・政務官等を含む行政府である。 



１ ．政策形成における科学と政府の役割及び責任に係る原則の策定 

今後、我が国が科学的知見に基づく政策形成を推進するにあたり、その健全性を確保し

ていくためには、科学的知見を創出する科学者の側と、科学的知見を活用する政府の側の

双方が、各々の役割及び責任と両者の間の関係について適切に認識し行動する必要がある。

以下、そのような科学と政府との関係の構築にあたって参照されるべき一般的な原則の試

案を示す。 

なお、本原則試案は、我が国において科学的助言のあり方に関する認識を高め、政策形

成における科学と政府の役割と責任に関するルールを熟成していくための幅広いステーク

ホルダーによる議論のたたき台として位置づけられる。そうした議論を経て、まず、科学

的知見に基づく政策形成の基礎となる、科学と政府の役割及び責任に係る原則が我が国に

おいて早期に策定されることが必要である。 

そのうえで、原則の趣旨を踏まえ、科学的知見に基づく政策形成に関係する各機関にお

いては、独自の指針の策定に向けて検討が開始されることが期待される。政府機関及び学

術団体が関与する政策領域・科学領域は様々であり、各々固有の事情を踏まえ、適切な指

針が策定され、実施されることが望まれる。 

 

【原則試案】 

 現代社会において、政策形成の過程で科学（工学・医学等を含む）が果たすべき役割は

極めて大きい。科学的知見は、政策決定の妥当性を保障するとともに、政府が説明責任を

果たすうえでの基盤を提供する。従って、科学者及び政府は、国民に対して、科学的知見

に基づく政策形成を適切な形で実現する責任を負っている。両者はその責任を果たすため、

以下に示される原則を遵守する。 

 

(1) 政策形成における科学的助言の位置づけ 

政府及び科学者は、政策形成における科学的助言の重要性及び位置づけについての認識

を共有する。科学的知見は、政策形成の過程における不可欠な要素であり、政府はそれを

十分に尊重しなければならない。一方で、科学的助言者は、科学的知見が政府の意思決定

の唯一の判断根拠ではないことを了解すべきである。 

 

(2) 科学的助言の適時的確な入手 

政府は、科学的知見を要する政策課題の適時的確な特定に努め、課題に対応する最良の

科学的知見の入手に向けて行動する。 

 

(3) 科学的助言者の独立性の確保 

政府は、科学的助言者の活動に政治的介入を加えてはならない。 

科学的助言者は、政府を含め、科学的助言に恣意的な影響を及ぼす可能性のある組織な

いし個人に影響されることなく、客観的で公平な姿勢で科学的助言を行う。それを保障す

るための手続きの一つとして、科学的助言者は、自らの利益相反を申告する。 

 



(4) 科学的助言者としての責任の自覚 

 科学者は、常に公共の福祉に資することを目的として科学的助言を行う。また、政府に

対する科学的助言者としての立場を引き受けるにあたっては、公共政策の形成過程におい

て科学的助言がもつ影響力の大きさを認識し、その責任を自覚して行動する。 

 

(5) 幅広い観点及びバランスの確保 

政府は、科学的助言を得ようとするときは、事案の性質に適合し、適切な識見及び実績

をもつ科学者の参画を確保したうえで、幅広い観点からの検討に基づいてバランスのとれ

た科学的助言の入手に努めるべきである。 

 

(6) 助言の質の確保と見解の集約 

科学的助言者は、自らが行う助言の質を最大限確保しなければならない。 

そのため、科学的助言者は、観測・実験結果や引用文献の衡平な取扱いに努めるととも

に、査読の実施を通して科学的助言の質の向上を図る。また、日本学術会議及び各学協会

等は、我が国の科学者共同体の見解を集約する等、質の高い科学的助言を提示できるよう

努める。 

政府は、必要に応じ、政策形成に用いられる科学的知見が適任の専門家による独立の査

読を経たものであることを確保する。 

 

(7) 不確実性・多様性の適切な取扱い 

科学的助言者は、科学的知見に係る不確実性及び見解の多様性について明確に政策担当

者に説明しなければならない。政府は、科学的知見に係る不確実性及び見解の多様性を尊

重する。 

 

(8) 科学的知見の自由な公表 

科学的助言者は、原則として、科学的知見を自由に公表することができる。ただし、科

学的知見が政策形成及び世論、ひいては社会全般に対して大きな影響力をもつことを自覚

し、責任をもって科学的知見を公表する。 

 

(9) 政府による科学的助言の公正な取扱い 

政府は、入手した科学的知見を公正に取り扱わなければならない。政府は、科学的助言

について先入観をもって判断してはならないし、また、意図的に科学的知見を歪めて公表

したり、誤った解釈を加えて政策形成に用いたりしてはならない。 

さらに、政府は、政策の策定にあたって科学的助言がどのように考慮されたかを説明す

べきである。特に、政府が入手した科学的助言と相反する政策決定を行う場合には、その

根拠について説明することが必要である。 

 

(10) 科学的助言のプロセスの透明性確保 

政府は、科学的助言に基づく政策形成の質と信頼の向上を図るため、科学的助言のプロ

セスの透明性の確保に努める。 



２ ．科学的知見に基づく政策形成に係る基盤の構築 

 科学的知見に基づく政策形成の実現にあたっては、上記の一般的原則に基づく行動規範

の確立に加えて、科学的知見に基づく政策形成を推進していくうえで必要な基盤の整備を

進めていくべきである。 

 現在、政府においては、科学技術イノベーション顧問（仮称）の設置や、その事務局・

シンクタンク機能の充実、日本学術会議等との連携強化等、科学的助言のための体制の充

実に向けた検討が進められている。こうした検討に基づき、今後政府及び日本学術会議等

において具体的な体制や制度の整備が進められるものと期待される。 

加えて、以下のような取組みを進めることが、我が国において科学的知見に基づく政策

形成の有効性及び健全性を確保していくうえで重要と考えられる。 

 

(1) 緊急時における科学的助言の基盤の整備 

 緊急時における科学的助言の有効性を確保することについては、我が国においてきわめ

て強い社会的要請がある。科学技術イノベーション顧問（仮称）の設置等、組織面での整

備のほかに、緊急時に備えて専門家のデータベースを構築する等、我が国に存在する科学

的知見を効果的に動員するための取組みを推進すべきである。 

 

(2) 政策形成における科学と政府の役割及び責任に係る原則の実施の担保 

 政策形成における科学と政府の役割及び責任に係る原則及び指針の策定とともに、その

着実な実施を図るための取組みが必要である。学協会・大学等の協力を得つつ原則の周知

に努めることはもちろん、学協会・大学等による研修等の機会を設けるべきである。また、

科学者が科学的助言を行う立場に就く際に、原則の遵守に関する確認を行う何らかの仕組

みを作るべきである。 

原則の策定を受け、今後関連各機関において独自の指針の作成が進められることが望ま

れるが、その実施に関しても各機関による積極的な取組みがなされることが期待される。

なお、本提言では政策形成におけるメディアの役割については検討の範囲外に置いたが、

メディアと科学者との関係のあり方も政策形成及び社会全般に大きな影響を与えることに

鑑み、メディアにおいても自らの役割について検討が進められることが期待される。 

 

(3) 科学的知見に基づく政策形成のための文化の醸成 

 科学的知見に基づく政策形成の必要性及びその有効性・健全性を確保するための取組み

の重要性に関し、関係者及び幅広い国民各層に認識の浸透を図るべきである。例えば、諸

学協会の年次大会等において科学と政策・社会との関係について議論する機会を設けるこ

と、学協会・大学等の関係各機関における担当責任者の任命及び担当部署を設置すること、

高等教育段階においてはもちろん初等中等教育の段階においても科学と社会との関係に関

する学習を充実していくこと等の取組みを推進すべきである。また、特に科学的知見に伴

う不確実性や科学技術のリスクに関する社会の理解は、科学的知見に基づく政策形成に不

可欠であることから、そうした内容に関する科学者や政府と社会とのコミュニケーション

を促進すべきである。 

 


